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景気の動向を左右する民間設備投資は、パソ

コン、携帯電話の失速で、2001年度下半期か

ら減少に転じることが不可避の情勢となってい

る。1990年代前半の景気後退期には、設備投

資は前期比で13四半期連続のマイナス、90年

代後半の景気後退期には4四半期連続のマイナ

スが続いたが、今回は比較的短期間で、しかも

マイナス幅も小幅にとどまる可能性が出てきて

いる。

大半の非製造業が投資計画を上方修正
現在の設備投資を支えているのは、非製造業

である。2月12日に発表された2001年12月調

査の法人企業動向調査によると、2001年度下

半期の設備投資計画は、製造業が前年同期比▲

17.3％と1993年度上半期以来の大幅な落ち込み

となったのに対し、非製造業は同▲5.1％にと

どまっている。

非製造業は、1999～2000年の景気回復期に

は設備投資が不調だったが、現在は設備投資の

減少幅が小幅にとどまり、2001年度下半期に

はプラスに転じる計画の業種も増えている。図

1は、景気のピークだった2000年度下半期と、

2001年度下半期計画の法人企業動向調査業種

別設備投資額の前年同期比を主要業種別にプロ

ットしたもので、大きく①2000年に増加、2001

年に減少②00年、01年ともに増加③00年に減

少、01年に増加－と3つのグループに分けられ

る。例外は一般機械で、両下半期ともに減少と

なっている。

①にあてはまるのが、電気機械、精密、窯

業土石などIT産業を中心とした製造業である。

IT産業は、半導体等の需要急増に伴って設備投

資を増やし、2000年度下半期には前年同期比

で電気機械＋23.0％、精密機械＋51.0％、窯業

土石＋23.5％と大幅な増加となった。しかし景

気の減速による大幅な生産調整で、2001年度

下半期は電気機械▲49.9％、精密機械▲21.5％、

窯業土石▲18.0％などと一転した。このように、

製造業の設備投資は2001年度下半期に減少に

転じている。

2000年、2001年度の両下半期ともに設備投

資を増やしている②の産業は、非鉄金属、食

料・飲料、自動車、金融・保険業である。金

融・保険業はITを利用する産業として、電子

商取引・電子マネーなどの実用化、ICカード

等の研究開発、インターネット関連事業の情報

化関連投資に積極的である上、金融業界の再編

に伴うシステム投資の増加で、2000年度下半期

前年同期比＋14.2％から、2001年度下半期は＋
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30.8％と伸び率を倍増させている。自動車は北

米向け輸出が好調な上、安全性向上、環境対策

による研究開発が活発で、非鉄金属は電子材料、

環境事業等への投資を重点的に行っている。

逆に、2000年度下半期の設備投資は不調だっ

たが、2001年度下半期に増やしている③の産

業は、建設、卸売、電力・ガス、運輸の非製造

業である。中でも卸売業は、新商品・サービス

の提供や経営効率とコスト削減を目的とした情

報化関連投資で、売上高の増加、コスト削減の

効果が出てきていることから、情報化関連を中

心とした設備投資に一層積極的になっている。

法人企業動向調査の2001年度設備投資計画

の2001年9月調査と12月調査を比較すると、

製造業では16業種中12業種が下方修正となっ

たのに対し、非製造業では12業種中8業種が上

方修正している。

このように、2000年度は不調だった非製造

業は、2001年度になって情報化投資の裾野を

広げるなどして、製造業の設備投資急減を緩和

し、民間設備投資全体を下支えする役割を果た

している。

設備投資の減少は小幅で短期間の可能性
設備投資の2～3四半期程度の先行指標とさ

れている機械受注（船舶・電力を除く民需）は、

2001年7～9月期に前年同期比▲10.5％、10～

12月期は同▲18.2％と2期連続で大きく減少し

た。しかし、2002年1～3月は、▲12.1％と6

四半期ぶりに減少幅が縮小する見通しとなって

いる。製造業の落ち込み幅が▲27.6％と前期に

比べ10％ポイント近く改善する上、非製造業

（船舶・電力を除く）が▲0.2％とほぼ横ばいに

なるためである。

また法人企業動向調査の設備投資の動向は、

2001年10～12月期は前期比▲1.7％とマイナス

だが、企業経営者に生産設備の過不足感を訪ね

る生産設備判断（「過大」－「不足」の％ポイ

ント）は、2001年10～12月期39、2002年1～3

月期36、4～6月期32と、先行き設備の過大感

が薄れていくという見通しを示している。特に

半導体の需要が改善しつつある電気機械、精密

機械、パルプ・紙の3業種で設備の過大感が

10％ポイント以上改善している。

法人企業動向調査は大企業対象の調査であ

り、設備投資動向の約半数を占める中小企業の

見通しが不確定要因だが、2001年度下半期か

ら2002年度上半期にかけて民間設備投資の減

少幅は予想よりも小さく、減少の期間も比較的

短期間で済む可能性が考えられよう。

（名倉 賢一）
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